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受益者の皆さまへ 

三井住友アセットマネジメント株式会社 

三井住友・ロシア株式オープンの基準価額下落について 

（4月10日の基準価額の変動要因についてのお知らせ） 

 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 

2018年 4月 10日、以下のファンドの基準価額が前営業日比 5％以上の下落となりましたので、要因等につ
いてご報告致します。 

 

1.基準価額が前営業日比 5％以上下落したファンドの名称とその状況 

 

ファンド名 基準価額（円）
（2018年4月10日）

前営業日比（円）
（2018年4月9日比）

変動率

三井住友・ロシア株式オープン 6,708 -808 -10.75%  

2.基準価額の変動要因等について 

2018年4月6日（米国現地時間）に、米国財務省はロシアが2016年の米国大統領選にサイバー攻撃な
どを通じて介入したとして、追加の経済制裁を実施すると発表しました。制裁はプーチン政権に近い新興財閥や
政府関係者、軍関係の国営企業が対象となりました。制裁対象となった関係者や企業は米国内の資産が凍結
され、米国企業との取引が禁止されます。 

週明け9日のロシア株式市場はこの発表により急落し、またロシアの通貨であるルーブルも米ドルに対して下落
しました。ロシアの代表的な株式指数のうち、ルーブル建てのMOEXロシア指数は約8％の下落、米ドル建ての
RTSインデックスは約11％の下落と共に大幅な下落となりました。これに伴い、当ファンドが投資対象としているロ
シア企業のDR（預託証書）（※）の価格も下落し、当ファンドの基準価額を大きく押し下げました。 

※DR（預託証書）・・・Depositary Receipt の略で、株式を海外で流通させるために、その株式を銀行
などに預託し、その代替として海外で発行される証券をいい、株式と同様に取引所などで取引されます。 

 

3.今後の見通し 

今後については、短期的に米国とロシアとの関係悪化が懸念されます。ロシア株式市場は、当面は米ロ間の関
係に対する思惑に左右され、変動性の高い相場展開が予想されます。ただし、株式市場が落ち着くのに多少時
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間がかかりそうなものの米ロともに本格的な対立を望むとは思われませんので、いずれ関係改善に向けた協議へ移
行していくと考えます。 

ロシアでは、今年 3月の大統領選でプーチン現大統領が再選されました。同大統領の強固な政治基盤を背
景に、長期的な経済運営が可能です。加えて原油価格が高値圏で安定していることはロシア経済にプラスであり、
また2018年3月には 2月に続き利下げが行われ今後も金融緩和の継続が期待されます。市場に不透明感は
残りますが上記のような支援要因もあり、今後も引き続きバランスシートやキャッシュフローの強固な銘柄を中心と
した運用を行います。 

以上 
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